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近畿中国局の特性を踏まえた国有林と民有林の一体的な管理経営の検討

国有林を核として周辺や近隣の民有林で１団地を形成する森林を一体的に管理経営することによって、双方に
とってメリットあるものとすることが出来ることをモデル林を使って検討。

対象地域の林況、地形、地質等を考慮し、その条件に適合した効率的な作業システムとそれを可能とする適正な
路網密度等に配慮した路網配置を考え、民有林と国有林の連携による安定的な木材供給・販売による収入と各種

（モデル林概要）

路網密度等に配慮した路網配置を考え、民有林と国有林の連携による安定的な木材供給 販売による収入と各種
経費の試算と比較、協調施業等による雇用の増大を通じた地域経済への貢献の可能性の見通し等を示し、将来的
に地域の林業・林産業の発展に寄与するための取組み。

（モデル林概要）
① 宮城川モデル林：国有林内に⺠有林が介在する団地で、急傾斜地が多いことからタワーヤーダ等による集材を前
提とした作業システムを想定し、周辺⺠有林も含めた管理経営を検討

② ⼭ノ神⾕モデル林： 国有林側からしかアクセス出来ない⺠有林があり、⽐較的傾斜が緩やかなことから、丈夫
で簡易な森林作業道作設とフォワーダによる集材を前提とした作業システムを想定し、周辺の公的森林などを合
わせた⼤規模な団地の管理経営を検討

○取組内容

○委員会の構成
外部委員

○主な意⾒・課題
作業システム

○平成26年度の取組み

わせた⼤規模な団地の管理経営を検討

--外部委員̶
学識経験者、素材⽣産事業体、県

職員
--国有林職員--
林道、森林計画等の業務のトップ

作業システム
・集材距離は５００ｍ超で
も可能
・架線系では広い作業ポイ
ントが必要

路網配置

•モデル林では、⺠有林との合
意形成、専⽤道の調査設計、
協働による販売、⼀体的な造
林事業発注など

クラスの技術者
○検討会の実施
第１回 基本認識の整理
第２回 岡⼭現地検討及び議論
第３回 和歌⼭現地検討及び議論

・将来の機械性能の向上も
考慮すべき
・林道から作業道までのバ
ランス配置

森林整備
・再造林は樹種の幅広い検

林事業発注など
•各署等で、成果を基に取り組
みを実施。各署等での適⽤に
当っては局関係課はもとより、
フォレスターが積極的に関与。

•具体的な構想を持って これ第３回 和歌⼭現地検討及び議論
第４回 取りまとめ案の検討
H26.2末 成果発表会開催

・再造林は樹種の幅広い検
討と獣害対策

⺠国連携
・⺠有林情報が⼊⼿困難
・森林組合の取組みが重要

•具体的な構想を持って、これ
までの共同施業団地の建て直
し。
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林業経営モデル林設定の背景

森林 林業基本計画森林・林業基本計画
林業の持続的かつ健全な発展を図るため、次の取組を推進。

① 効率的かつ安定的な林業経営の育成
② 施業集約化等の推進② 施業集約化等の推進
③ 低コストで効率的な作業システムによる施業の整備・普及および定着
④ これらを担う人材の育成・確保等

近畿中国森林管理局（以下「近中局」とする。）管内の林業の課題
① 木材需要に応じた安定的な供給
② 一定量の事業規模確保② 定量の事業規模確保
③ 作業コスト削減

背 景背 景

近中局管内の現状
① 全 が が 散① 森林全体に占める国有林の面積シェアが6%と低く、大半が小面積かつ分散型

の配置
② 林業事業体の多くが小規模零細であり、高性能林業機械による木材生産など

低 スト作業システムの普及 定着に対する意識が低調なレベル低コスト作業システムの普及・定着に対する意識が低調なレベル
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岡山署 山ノ神谷・深谷モデル林

岡山県は積極的に高性能林業機械の普及に取り組み、平成16年23号
台風による膨大な風到木処理でこれが一層促進され、チェンソー伐倒→グ
ラップル集材→プロセッサ造材→フォワーダ運材→トラック運搬という車両岡山県の地図でモ ラップル集材→プロセッサ造材→フォワ ダ運材→トラック運搬という車両
系作業システムが定着した地域。

近隣の真庭市内には大手製材工場が立地するほか、木質バイオマス発
電所の建設計画があり、平成27年から稼動予定となっていることから、今
後、新たに10万m3以上もの原木需要が発生することが確実であり、周辺
からの木材の安定供給体制の確立が必要と見込まれる

岡山県の地図でモ
デル林の位置関係
がわかるものがある
といいのでは

からの木材の安定供給体制の確立が必要と見込まれる。
といいのでは

委員会では、
① 一部急傾斜地が介在するため、車両系作業システムとスイングヤーダ

等を併用した作業システムの採用
② フォワーダの運搬距離を直線距離350m（迂回率を考慮した場合の搬

出距離570m）の範囲とし、それ以外の箇所については材価がコストを上
回るなど特別な場合を除き集材を行わない

③ 地形・傾斜・表層地質、集材範囲区域等を勘案しながら、国有林内の
林業専用道４路線や主要コントロールポイントの配置と民有林内にそれ
ら４路線の開設と連動して作設すれば、有効に活用できる4路線の線形ら４路線の開設と連動して作設すれば、有効に活用できる4路線の線形
などを検討。
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路網の検討「山ノ神谷・深谷モデル林」

・国有林内の林業専用道4路線や主要コントロールポイントの配置等について検討
・開設時期についても検討し、民有林と国有林の木材の供給予定時期等を踏まえ、①から④の順とした
（➀、➁を同時発注し、1年目から5年目までの5年で開設、➂、➃を6年目から10年目までの5年間で開設）（➀、➁を同時発注し、 年目から 年目までの 年で開設、➂、➃を 年目から 年目までの 年間で開設）
・国有林内の基幹路網密度は29.1m/ha（既設林道延長4,565m、計画路線延長6,860m）
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和歌山署 宮城川モデル林

和歌山県は、地形が急峻で、路網整備と従来型の架線系作業システム
が主流であるが、タワーヤーダ等の高性能林業機械の導入の研究も進め
られており 技術開発の可能性を念頭においた架線系作業システムでの和歌山県の地図で られており、技術開発の可能性を念頭においた架線系作業システムでの
検討が可能な地域。

現時点では地域の木材需要が増加するような新たな要素はなく、地域材
の需要拡大や、場合によっては県域をまたいで合板用材等としての利用
を検討するなどの対応が必要と考えられる。今後も継続的な情報収集が
必要である

和歌山県の地図で
モデル林の位置関
係がわかるものがあ
るといいのでは 必要である。るといいのでは

委員会では、
① 平均傾斜31度と急傾斜地であることや地域における作業システムの

普及状況等を考慮し 新たな機種などの導入等を念頭におきつつ 架線普及状況等を考慮し、新たな機種などの導入等を念頭におきつつ、架線
系作業システムの採用

② 横取り集材距離も考慮しつつ、直線距離500ｍの範囲内での作業
③ 路網は幹線路網のみで、機械集材に使用する集材機、タワーヤーダ

等の選定は、集材距離や機械設置のスペース等現地の作業条件により
判断判断

④ 地形・傾斜・表層地質、集材範囲区域等を勘案しながら、国有林内の
林業専用道３路線や主要コントロールポイントの配置と民有林内にそれ
ら３路線の開設と連動して作設すれば、有効に活用できる4路線の線形

などを検討。
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路網の検討「宮城川モデル林」

・国有林内の林業専用道3路線や主要コントロールポイントの配置等について検討
・開設時期についても検討し、民有林と国有林の木材の供給予定時期等を踏まえ、①から③の順とした
（➀、➁については同時発注し、1年目から7年間で開設、➂については6年目から10年目までの5年間で開設）（➀、➁に ては同時発注し、 年目から 年間で開設、➂に ては 年目から 年目までの 年間で開設）

・国有林内の基幹路網密度は23.0m/ha（既設林道延長13,098m、計画路線延長10,210m）
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民有林･国有林の連携による森林資源利用拡大と地域振興に向けて

【利用可能な森林資源の拡大】
（生産量 千 3）

民有林 国有林の連携による森林資源利用拡大と地域振興に向けて

増大１７３％！

（生産量：千m3）

整備前 整備後
間伐量 33 61
主伐量 56 93

計 89 154

年間 億 を

増大１７３％！
計 89 154

【生産コストの縮減】 （円／m3）

整備前 整備後
30年間で６億円を

縮減、森林に還元！

【事業量・雇用量の増大】

間伐・
主伐

9,000 5,000 

モデル林面積1,100㏊
（民有林600㏊、
国有林等500㏊）

【事業量 雇用量の増大】
（千m3・ｈａ・km・千人日）

整備前 整備後
事業量

丸太生産 89 154 
国有林等500㏊）

茶色線：既設林道
（予定含む）

赤色線：国有林路線
青色線：民有林路線

事業量の大幅な
増大とともに、
１４人の雇用が

発生！

路網整備により利用
可能な森林が拡大、

モデル林区域だけでも
利益が２ ５億円増大

造林･保育 255 431
林道新設 8

雇用量青色線：民有林路線 発生！利益が２．５億円増大
丸太生産 22(2人) 39（4人）
造林･保育 11(4人) 19（8人）
林道新設 4（2人）
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民有林･国有林の連携による森林資源利用拡大と地域振興に向けて民有林 国有林の連携による森林資源利用拡大と地域振興に向けて

【利用可能な森林資源の拡大】
（生産量：千m3）（生産量 千 ）

整備前 整備後
間伐量 141 172
主伐量 202 245

計 343 417 増大１２２％！計 343 417

【生産コストの縮減】 （円／m3）

整備前 整備後

間伐 12 000 7 000 30年間で２１億円を間伐・
主伐

12,000 7,000 

【事業量・雇用量の増大】

30年間で２１億円を
縮減、森林に還元！

モデル林面積3,800㏊
（民有林2 800㏊

【事業量 雇用量の増大】
（千m3・ｈａ・km・千人日）

整備前 整備後
事業量

丸太生産 343 417 
（民有林2,800㏊、
国有林1,000㏊）

茶色線：既設林道
赤色線：国有林路線
青色線：民有林路線

路網整備により利用

可能な森林が拡大、
モデル林区域だけでも

造林･保育 762 933
林道新設 10

雇用量

事業量の大幅な
増大とともに、
３５人の雇用が

発生！青色線 民有林路線 モデル林区域だけでも
利益が２．８億円増大 丸太生産 69(10人) 83（15人）

造林･保育 34(14人) 42（18人）

林道新設 5（2人）
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ロットをまとめ安定的な供給元として木材供給

【効率的･安定的な木材供給】 【山ノ神谷深谷モデル林】
（30年間）
合計 ：１５４千m3（←89千m3）

【宮城川モデル林】
（30年間）
合計 ：４１７千m3 （←343千m3）

■ 木材の加工・流通・利用体制の改革の姿

ロットをまとめ安定的な供給元として木材供給
先などから信頼されるところとなれば、製材工
場立地の条件としても有利。
地域への経済効果等は一層大きなものへ。

合計 ：１５４千m3（←89千m3）
民有林： ２７千m3
国有林：１５４千m3

合計 ：４１７千m3 （←343千m3）
民有林： ５９千m3
国有林：３５８千m3

製材・合板用材か
らチップ用材まで
のトータル搬出

主な施策

木材生産者

建築士 製材工場

木材の安定的な供給

Ａ材： 原木市場へ
民有林から0.8千m3
国有林から2.8千m3

Ａ材： 原木市場へ
民有林から1.2千m3
国有林から8.0千m3

主な施策

○ 原木の安定供給体
制の整備

○ 工場の大規模化、複数
工場の連携による生産

効率 など木材加

・効率的な加工・流通体制の整備

顔のみえる木材

建築士 製材工場

大工・
工務店

木材販売
業者

建て主

m3

市場

中間土場や集出荷
施設の整備

Ｂ材：製材工場へ

9 0千m3（民2 0千m3、国7 0千m3）

Ｂ材：製材工場へ

23.0千m3（民3.0千m3、国20.0千
3）を供給時期 供給量等を協調さ

大規模 場

地域中
小工場

乾燥等の推進・
技術開発

品質・性能の確かな製品
の安定供給

の効率化など木材加工・
流通体制の整備

○公共建築
物、住宅、
土木用資材

・ 木材利用の拡大

での家づくり
9.0千m3（民2.0千m3、国7.0千m3）
を供給時期・供給量等を協調させ
て安定的に供給
（国有林のシステム販売の活用等）

3）を供給時期・供給量等を協調さ
せて安定的に供給
（国有林のシステム販売の活用

等）

燃料や製
紙用チップ

大規模工場、
合板工場

燃料等として
の利用促進

技術開発
JAS規格の見直し

多角的な
利用促進

等

○木質バイオ
マスの利用

○木材等の
輸出促進 プレカット工場 C材：バイオマス発電用チップ

工場へ

C材：バイオマス発電用チップ工
場へ

チップ
工場等

技術
開発、
人材紙

中国でのＰＲ活動

・消費者等の理
解の醸成

工務店、ハウスメーカー
5.4千m3（民1.2千m3、国4.2千m3）
を供給時期・供給量等を協調させ
て安定的に供給
（国有林のシステム販売の活用等）

13.8千m3（民1.8千m3、国12.0千
m3）を供給時期・供給量等を協
調させて安定的に供給
（国有林のシステム販売の活用

等）

人材
育成

公共建築物、住宅、
ビルの内装 等

バイオマス発
電、木くず焚き
ボイラー、ペ
レットストーブ、
石炭混焼 等

公共建築物等木材利用促進法
の実効性確保等

木育（木づか
い運動）

等）
遮音壁、木製
ガードレール
等
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